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本計画における「空き家」と「空家・空家等」の使い分けについて 

 

○ 空き家 

一般的に用語として用いる際や、既存統計に用いられているものを引用する場合に使用

する。 

（例）一般的にある空き家、空き家バンク、住宅・土地統計調査による空き家など 

 

○ 空家・空家等 

空家等対策特別措置法に定義されているものとして用いる際に使用する。 

（例）空家等対策計画、空家等対策協議会、特定空家等など 
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第１章 計画の趣旨 

１－１ 計画策定の背景と目的                           

近年、人口減少や少子高齢化に加え、頻発する自然災害による建物の損傷、核家族や単身世帯

の増加による家族形態の変化に伴い空家等が年々増加しています。こうした空家等のうち、適正

な管理が行われていない空家等が、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

このような中、国では、平成26年11月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「法」

という。）を公布し、空家等に関する施策を総合的・計画的に推進することとしました。 

本市では、これら背景を踏まえ、平成30年６月に「伊達市空家等対策計画（１期計画）」を策定

し、「空家等の適切な管理の促進」、「空家等の利活用の促進」、「管理不全な空家等への対応」の３

つの基本方針を定め、空家等対策を進めてきました。  

今後も空家等の増加が予測される中、１期計画が令和４年度で終期を迎えたことや令和５年６

月公布の法の一部改正を踏まえ、総合的な空家等対策を継続的に推進するため「伊達市空家等

対策計画（２期計画）」（以下、「本計画」という。）を策定します。 

 

１ － ２ 計画の位置づけ                            

本計画は、法第７条に基づき策定する計画であるとともに、本市の上位計画である「伊達市第３

次総合計画」等と整合を図るものとします。 

また、「伊達市総合計画」ではＳＤＧｓ（持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals）を取り組むべき課題として位置付けており、世界的な共通目標であるＳＤＧｓの達成にも

貢献します。 

 

【計画の位置づけ】 

 

 

整合

　関連計画
・都市計画マスタープラン
・伊達な地域創生戦略　など

　空家等対策の推進に関する特別措置法

伊達市総合計画

 根拠

 整合

整合

伊達市空家等対策計画

国

市
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【本計画と関係するＳＤＧｓ】 

  

目標11：住み続けられるまちづくりを 

  

目標17：パートナーシップで目標を達成しよう 

 

１ － ３ 計画の対象とする空家等                      

本計画において対象とする空家等は、法第２条第１項に規定された「空家等」及び同条第２項に

規定された「特定空家等」とします。 

 

 

≪用語の定義≫ 

〇空家等【法第２条第１項】 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地

方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

〇特定空家等【法第２条第２項】 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有

害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると

認められる空家等をいう。 

 

 

１ － ４ 計画の期間                               

本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

なお、計画期間中であっても、社会・経済状況の変化や国・県の動向、市の関連計画等に応じ

て、必要な見直しを行うものとします。 

年度（令和） ５ ６ ７ ８ 9 10 11 12 13 14   15 

 

 

 

     

 

     

 

１ － ５ 計画の対象地域                            

本計画における対象地域は、市内全域とします。  

本計画（２期計画） 

伊達市第３次総合計画（令和５～14年度） 
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第２章 伊達市の現状と課題 

２－１ 人口と世帯数の推移                      

本市の人口は、令和２年の国勢調査によると58,240人であり、はじめて６万人を下回り、今

後も人口減少は進んでいくものと予測されています。 

一方、世帯数は平成27年の調査までは増加傾向にありましたが、平成27年から令和2年の5

年間では466世帯の減少（増減率は-2.2％）がみられます。 

また、一世帯当たりの人員は減少し続けており、平成27年には2.89人／世帯と3.0人／世帯

を下回り、令和２年では2.75人／世帯となり、世帯の小規模化が進んでいます。 

 

■本市の人口、世帯数の推移

 

資料：国勢調査 

 

■世帯あたりの人員

 

資料：国勢調査 
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２－２ 地域別年齢別人口の推移                      

本市の人口を地域別に見ると、伊達地域のみが増加傾向にあるのに対して、他の地域では減少

傾向が続いています。 

年齢３区分別の人口を見ると、全ての地域で15歳未満の人口が減少し、65歳以上の人口が増

加しており、少子高齢化が進行していることがわかります。 

 

■地域別年齢別人口                                           （単位：人） 
    平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和 2年 

伊達市全体 74,200 73,305 71,817 69,289 66,027 62,400 58,240 

  0～14歳 14,410 12,482 10,813 9,714 8,378 6,712 5,961 

  15～64歳 48,200 46,721 44,727 42,070 39,060 35,350 31,100 

  65歳以上 11,589 14,102 16,277 17,496 18,528 20,234 21,008 

  年齢不詳 1 0 0 9 61 104 171 

伊達地域 10,455 10,704 10,857 10,958 11,193 11,290 11,415 

  0～14歳 1,858 1,717 1,649 1,635 1,619 1,449 1,428 

  15～64歳 7,019 7,014 6,828 6,669 6,545 6,428 6,433 

  65歳以上 1,578 1,973 2,380 2,654 3,012 3,397 3,522 

  年齢不詳 0 0 0 0 17 16 32 

梁川地域 22,217 21,745 21,385 20,157 18,749 17,238 15,530 

  0～14歳 4,444 3,778 3,220 2,781 2,204 1,689 1,427 

  15～64歳 14,145 13,590 13,147 12,060 11,077 9,657 8,036 

  65歳以上 3,628 4,377 5,018 5,316 5,449 5,853 6,051 

  年齢不詳 0 0 0 0 19 39 16 

保原地域 25,081 25,116 24,891 24,521 23,654 22,587 21,705 

  0～14歳 5,003 4,420 3,931 3,657 3,237 2,714 2,476 

  15～64歳 16,700 16,541 16,020 15,323 14,325 13,071 12,009 

  65歳以上 3,377 4,155 4,940 5,532 6,069 6,757 7,102 

  年齢不詳 1 0 0 9 23 45 118 

霊山地域 11,082 10,701 10,031 9,259 8,443 7,467 6,601 

  0～14歳 2,044 1,738 1,384 1,109 885 591 448 

  15～64歳 7,023 6,586 6,023 5,496 4,836 4,020 3,227 

  65歳以上 2,015 2,377 2,624 2,654 2,720 2,852 2,923 

  年齢不詳 0 0 0 0 2 4 3 

月舘地域 5,365 5,039 4,653 4,394 3,988 3,818 2,989 

  0～14歳 1,061 829 629 532 433 269 182 

  15～64歳 3,313 2,990 2,709 2,522 2,277 2,174 1,395 

  65歳以上 991 1,220 1,315 1,340 1,278 1,375 1,410 

  年齢不詳 0 0 0 0 0 0 2 

資料：国勢調査 

■地域別年齢別人口構成比（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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２－３ 人口の長期推計                            

令和４年３月に改訂された「第２期伊達な地域創生戦略」によりますと、本市の人口は減少が進

んでおり、長期推計においても、更なる減少と少子高齢化が避けられない状況です。 

 

■年齢別人口の長期推計 

資料：第２期伊達な地域創生戦略  

※年齢３区分ごとに端数処理をしているため、総人口が一致しない場合がある。 
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２－４ 伊達市空家等対策計画（１期計画）の取組状況         

本市では、平成30年６月に「伊達市空家等対策計画（１期計画）」を策定し、「空家等の適切な管

理の促進」、「空家等の利活用の促進」、「管理不全な空家等への対応」の３つの基本方針に基づく

取組を行ってきました。 
 
 

基本方針１ 空家等の適切な管理の促進 

 

（１）空家等の発生予防と適切な管理 

空家等の発生予防や適正管理の必要性について、啓発パンフレットを作成し、市の窓口等

に配置を行いました。また、固定資産税納税通知書に空家等に関するチラシを同封するなど

の啓発に取り組みました。 

令和３年２月に、公益社団法人伊達市シルバー人材センターとの間で「伊達市空き家等の適

正な管理の推進に関する協定」を締結し、空家等の管理サポートなどの代行事業の推進を行い

ました。 

 

（２）講習会、勉強会等による意識啓発 

福島県や各市町村、関係団体等で構成された「福島県空家等対策連絡調整会議」や福島県

建築士会伊達支部などの各種団体が主催する講習会に参加し、県内自治体の取り組みや先進

事例などについての情報共有を行いました。 

 

（３）相続の生前対策及び相続手続の促進 

相続登記の必要性や手続きの流れについて、啓発パンフレットを作成し周知しました。 
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基本方針２ 空家等の利活用の促進 

 

（１）空き家バンクの活用 

平成29年３月より「伊達市空き家バンク」の運用を開始し、移住定住などで空家の利用を

希望する方などへの情報提供や空家の利活用を促進してきました。 

また、空家に係る売買等の適正かつ円滑な推進を図ることを目的に、平成29年３月に、公

益社団法人福島県宅地建物取引業協会との間で「伊達市空き家バンク事業に関する協定」を

締結しました。 

令和４年８月には「農地付き空き家バンク」の運用を開始し、遊休農地の解消を図りまし

た。令和５年度３月末時点で３件の登録があり、そのうち２件が成約となりました。 

 

■伊達市空き家バンクの実績 

年度 ～H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R５年度 

物件登録件数 21件 14件  4件  8件  3件  １件 ５件 

利用登録者数 26人 30人 20人 34人 14人 14人 ８人 

成 約 件 数  0件  9件  7件  5件  6件  2件 ２件 

 

（２）空家・空き店舗等を利活用する取組み 

県の補助制度「住んでふくしま」空き家対策総合支援事業補助金や伊達市空き家改修等支

援事業補助金制度により、空家の有効活用を支援しました。 

伊達市空き店舗対策支援事業補助金交付要綱に基づき、空き店舗を活用して開業する事業

者に対して、家賃及び改修費の一部を補助しました。 

 

■空き家改修等支援事業補助金交付件数 

年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

件数 0件 1件 1件 1件 1件 0件 

 

■空き店舗等補助金利用件数 

年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

件数 1件 3件 1件 5件 1件 １件 

 

（３）空家等中古住宅の流通促進 

県の空き家対策総合支援事業補助金において、空家の状況把握や市場価値を明確にするた

めに行う既存住宅状況調査（インスペクション）の費用が補助の対象となりました。 

 

（４）空家相談会の開催 

令和２年 11 月に、桑折まちづくりネット主催により、桑折町、国見町、伊達市で連携し

た空き家対策相談会を開催し、空家に関する個別相談に宅地建物取引士、司法書士、一級建

築士等の専門家がワンストップで対応しました。 
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（５）市街化調整区域内における空家等の有効活用策の検討 

県主催の研修会や遊休施設活用についてのセミナーに参加しました。 

 

（６）除却した空家等に係る跡地の利活用の検討 

国の補助事業「空き家対策総合支援事業」を活用して、市の「空き家対策総合実施計画」

に基づき空家の除却・活用を行いました。 

 

■利活用及び除却件数 

区分 R４年度 活用内容 

利活用事業 １件 旧富野幼稚園利活用による地域交流施設への改修 

除 却 事 業 １件 旧堰本研修センターの除却によるポケットパーク等の整備 
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基本方針３ 管理不全な空家等への対応 

 

（1）所有者等による適切な管理がされていない空家等への対応 

法に基づき、近隣住民等から報告があった空家等の所有者を特定し、適正管理通知と空家

等に関するチラシを送付するなどの対応を行いました。 

 

■空家等への苦情・相談件数 

年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

件数 2件 14件 20件 ３２件 26件 22件 

 

（２）特定空家等となるおそれがある空家等への対応 

（３）特定空家等の判断基準 

（４）伊達市空家等対策協議会の関与 

（５）特定空家等への対応 

現時点で特定空家等となるおそれがある空家等はありませんが、特定空家等に該当するか

否かは、国の定める「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図

るために必要な指針」（ガイドライン）に基づいて判断し、認定を行う場合には協議会の意

見を聞くものとします。 
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２－５ 伊達市の空家等の状況                        

１． 住宅・土地統計調査による空き家の現状 

令和５年住宅・土地統計調査によると、令和5年10月1日現在における全国の住宅総数は、

6,504万7千戸で、平成30年の前回調査と比べ263万９千戸増加しています。空き家数も

900万２千戸と、前回調査と比べ51万３千戸増加し、住宅総数に占める空き家の割合（空き家

率）は13.８％と前回調査から0.2ポイント上昇し、過去最高となっています。 

本市においては、住宅総数23,870戸、空き家総数3,180戸、空き家率13.3％となってい

ます。 

 

 

 平成30年 令和５年 

住宅総数 空き家総数 

（空き家率） 

 住宅総数 空き家総数 

（空き家率） 

 

その他の住宅 

（空き家率） 

賃貸・売却用及び 

二次的住宅を除く 

空き家 

（空き家率） 

全 国 
62,407,400 8,488,600 

（13.6％） 

3,487,200 

（5.6％） 

65,046,700 9,001,600 

（13.8％） 

3,856,000 

（5.9％） 

福島県 
861,300 123,500 

（14.3％） 

58,900 

（6.8％） 

862,900 131,000 

（15.2％） 

62,600 

（7.3％） 

伊達市 
24,120 2,630 

（10.9％） 

1,520 

（6.3％） 

23,870 3,180 

（13.3％） 

1,790 

（7.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《補足説明》 

・住宅・土地統計調査は、国が５年ごとに行う抽出調査であり、調査結果の数値は推計値です。 

・住宅・土地統計調査における住宅には共同住宅の住戸も含まれ、法における「空家」の定義とは異なるた

め、本章における住宅・土地統計調査結果については「空き家」と表記しています。  

・令和５年住宅・土地統計調査から、それまでの土地統計調査で「その他の住宅」と分類されていた空き家の

名称を「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」という名称に変更しています。 

■住宅総数及び空き家数、空き家率                                      （単位：戸） 

資料：住宅・土地統計調査 

資料：住宅・土地統計調査 

平成20年 平成25年 平成30年 令和５年

全国 13.1% 13.5% 13.6% 13.8%

福島県 13.0% 11.7% 14.3% 15.2%

伊達市 9.1% 9.5% 10.9% 13.3%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%
全国・福島県・本市の空き家率の推移

全国

福島県

伊達市
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《参考》令和５年住宅・土地統計調査による住宅の種類 

《参考》空き家の種類と説明 

出典：令和５年住宅・土地統計調査 用語の解説 

出典：令和５年住宅・土地統計調査 住宅数概数集計（速報集計）結果 
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２． 市の調査による空家候補地 

令和６年度に市が実施したデータによる調査では、固定資産データと水道閉栓データを使用

して、空家候補地を抽出しました。 

   なお、水道閉栓データは、法による空家等の定義である「居住その他の使用がなされていな

いことが常態であるもの」を１つの判断基準とし、１年以上閉栓しているデータを用いて抽出し

ました。 

建築敷地数24,500箇所に対し1,743箇所の空家候補地が抽出され、空家率7.1％であり

ました。これは、市が保有するデータに基づく推計データであるため、現地調査等の実施による

空家数等の実態把握については今後検討します。 

  

■地域別空家候補地数（令和６年度調査）                    （単位：箇所） 

 建築敷地数 空家候補地数 空家率 

伊達地域 4,476 215 4.8％ 

梁川地域 6,466 383 5.9％ 

保原地域 8,521 786 9.2％ 

霊山地域 3,439 241 7.0％ 

月舘地域 1,598 118 7.4％ 

伊達市全体 24,500 1,743 7.1％ 

（※）建築敷地総数は、固定資産の家屋マスタより建築物の所在住所をグループ化して算出しました。 
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３． 空家等が引き起こす問題とその要因 

（１） 空家等が引き起こす問題 

①防災・防犯上の不安 

空家等が長期間放置されることにより、不法侵入による盗難など防犯上の問題のほ

か、自然災害等による建物の倒壊・破損や火災などの防災上の問題も発生します。 

②周辺環境の悪化 

雑草や雑木が繁茂し病害虫や動物のすみかになるほか、ゴミの不法投棄など周辺の

環境への悪影響が懸念されます。 

③景観の悪化 

空家等が長期間放置されると外観が悪化し、その周辺の景観を阻害し、まちの印象が

悪くなります。 

④地域力の低下 

人口が減少し、空家等が増加することにより、地域コミュニティの維持が困難になる 

など、地域力の低下につながります。 

 

（２） 空家等が発生する要因 

本市の空家等の現状や１期計画の取組状況等を踏まえ、本市における空家等が発生する要

因を次のとおり整理しました。 

①人口減少・核家族化・高齢化 

・単身高齢世帯が居住しなくなった家が空家になりやすい 

・所有者の高齢化等による維持管理の難しさ 

・所有者が遠方に居住していることによる管理責任の意識低下 

②居住目的のない空家等の発生 

・相続人不明等による空家化 

・活用や除却の意向がないまま放置されてしまう 

・中古住宅の不十分な流通 
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第３章 空家等対策に係る基本方針と具体的な取組 

３ － １ 基本方針と重点推進分野                       

空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な

管理に努めるとともに、国または地方公共団体が実施する空家等に関する施策に協力するよう

努めることが基本です。これを踏まえ、本計画の基本方針では、１期計画に掲げていた３つの基本

方針に「空家等の発生予防」を加え、居住している段階から空家化させないための取組を盛り込

んだ４つの基本方針を定めます。 

また、１期計画の取組状況等を踏まえ重点的に推進する分野を設定し、総合的な空家等対策を

推進し、地域住民の安全・安心の確保と住環境の保全に寄与するまちづくりを進めるとともに、

「伊達市第３次総合計画」に掲げる「便利で快適に暮らせるまち」を目指します。 

取組の推進にあたっては、「伊達市第３次総合計画」に基づき「伊達市住生活基本計画（仮称）」

を策定し、本計画を含めて庁内関係部局等との総合横断的な連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

【伊達市第３次総合計画 前期基本計画抜粋】
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３－２ 基本方針に基づく具体的な取組                     

基本方針１ 空家等の発生予防【重点】 

 

空家等の増加を抑制するためには、現存する空家等への対策に加え、新たな空家等を発生させ

ないことが重要です。空家等の発生を抑制するため、住宅の所有者等が居住している段階から空

家等の発生を予防する取組みを推進します。 

 

（１）市民等との協働による対策【新】 

空家等の諸問題を地域の課題として捉え、町内会や地域自治組織などを単位とする講習会

や意識啓発等を行い、市と地域住民等が協力して問題の早期発見・解決を図ります。 

 

（２）相続時の空家等の発生予防【一部新】 

相続を契機に空家等が発生する場合が多いことから、空家の発生を抑制するための特例措

置（譲渡所得の3,000万円特別控除）制度の周知を図り、相続後の空家等の発生を防ぐための

啓発を進めます。 

民法及び不動産登記法の改正に伴い、令和６年４月より相続登記が義務化されたことによ

り、施行日前に発生した相続であっても義務化の対象となることから、広い範囲で相続登記の

必要性などの理解を高めるための啓発を進めます。 

 

 

≪空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除）≫ 

被相続人の居住の用に供していた家屋及びその敷地等を相続した相続人が、一定の要件を

満たして当該家屋又は土地を譲渡した場合に、譲渡所得から3,000万円を特別控除できる制

度です。 

令和５年度税制改正により、特例措置の適用期間が令和９年12月31日までに延長され、令

和６年１月１日以降の譲渡については、売買契約に基づき、買主が譲渡の日の属する年の翌年

の２月15日までに、家屋の耐震改修工事又は取壊しを行った場合であっても特別控除を適用

できるよう拡充されました。 

 

≪相続登記の義務化（令和６年４月１日施行）の概要≫ 

（1）相続（遺言も含みます。）によって不動産を取得した相続人は、その所有権の取得を知った

日から３年以内に相続登記の申請をしなければなりません。 

（２）遺産分割が成立した場合には、これによって不動産を取得した相続人は、遺産分割が成

立した日から３年以内に、相続登記をしなければなりません。 

（３）令和６年４月１日より以前に相続が開始している場合も、３年の猶予期間がありますが、

義務化の対象となります。 

 

 

（３）単身高齢者世帯への対応【新】 

単身高齢者世帯の住居は、相続の発生や高齢者施設への入所等によって空家化につながる

可能性が高いため、円滑に次世代等へ引き継げるよう、福祉部局や各種団体との連携による意

識啓発を進めます。 
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（４）居住中の建物所有者等に対する支援【新】 

伊達市耐震改修促進計画に基づく旧耐震基準木造住宅（昭和56年５月31日以前に着工）に

対する耐震化促進の取組みや住宅の省エネ対策等を支援することで、良質な住宅ストックの形

成を図ります。  
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基本方針２ 空家等の適切な管理の促進 

 

空家等の管理は、所有者等が自らの責任で適正に対応することが求められています。空家等に

なって間もない住宅等が、管理不全空家等にならないようにするため、所有者等による適切な管

理が図られるよう意識啓発等を進め、空家等の適切な管理を促進します。 

 

 

≪管理不全空家等≫ 

空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当す

ることとなるおそれのある状態にあると認められる空家等をいう。 

 

≪特定空家等（再掲）≫ 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有

害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると

認められる空家等をいう。 

 

 

（１）空家等の所有者等に対する情報提供や意識啓発 

空家等の所有者等に対して、市のホームページや広報紙等を活用し、空家等の適正管理の必

要性や重要性についての情報提供に努めます。また、固定資産税の納税通知書にチラシを同封

するなど効果的な啓発を図ります。 

また、利活用の意識醸成を高めるための周知方法について検討します。 

 

（２）空家等の管理代行サービスの活用 

所有者等が遠方に居住している場合や高齢化により自ら管理することが難しい場合などに

代わって管理するサービスについて、伊達市シルバー人材センター等が提供する空家等管理サ

ポート業務（敷地内の確認、敷地内の除草作業、庭木剪定など）の周知と活用を促進します。 
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基本方針３ 空家等の利活用の促進 

 

空家等が増加傾向にあることを踏まえ、空家等の流通や利活用等に関する相談と空家等を解

消するための取組みを促進します。また、空家等を活用した移住・定住促進のため、空家等改修等

の支援を行います。 

 

（１）空き家バンクの活用促進 

「伊達市空き家バンク」の運用と改修費用の一部補助により、市内外からの交流拡大及び移

住・定住の促進による地域の活性化を図ります。また、令和４年８月から運用をスタートした「農

地付き空き家バンク」を充実させ、遊休農地の解消と移住・定住を促進します。 

 

（２）空き店舗等の活用促進 

商工会と連携し空き店舗等で開業する者に対して、改修費及び家賃を補助することで空き店

舗の活用を促進します。 

 

（３）空家等を利活用する取組 

移住者や子育て世帯を対象とした住宅への支援により、空家等の活用と流動化を促進しま

す。 

 

（４）空家等の所有者等をサポートする取組【新】 

空家等の管理・活用を進める上では、所有者等や活用希望者に寄り添った丁寧な相談や、所

有者等の多様なニーズに応じたマッチング等を行うことが必要であることから、空家等管理活

用支援法人制度の導入を検討します。 

 

 

≪空家等管理活用支援法人制度≫ 

 市町村長がNPO法人や社団法人等を空家等管理活用支援法人に指定することにより、民間

法人が公的立場から活動しやすい環境を整備し、空家等対策に取り組む市町村の補完的な役

割を担うことができる制度です。 

 

 

（５）空家等中古住宅の流通促進 

空家等の取得や改修に必要な資金をローンで提供している金融機関について、所有者等に

情報提供できるように努めます。 

 

（６）空家相談会の開催 

不動産関係団体等と連携した市民向け相談会の開催により、空家等の利活用による流通促

進を図ります。 

 

（７）除却した空家等に係る跡地の活用 

放置された空家等の中に、除却後の跡地が地域にとって活性化につながる有効な地域資源

となりうる場合には、国や県の補助施策の活用も視野に入れながら、除却後の跡地の利活用の

ために必要な対策を講じるよう努めます。  



- 19 - 

 

基本方針４ 管理不全空家等・特定空家等への対応【重点】 

 

空家等が管理不全な状態で放置されると、周辺環境に様々な影響を及ぼします。 

本市においても空家等の老朽化や敷地内の雑草等の繁茂など、管理不全空家等に対する相談

が増加傾向にあり、良好な生活環境を維持していくためにも、所有者等に対して適切な管理を依

頼するなどの対策を講じ、管理不全空家等の解消を図ります。 

また、放置すれば特定空家等となる恐れがある管理不全空家等や周囲に著しい悪影響を与え

る特定空家等には、法に基づき助言・指導、勧告・命令等必要な措置を講じます。 

 

（１）所有者等による空家等の適切な管理の促進 

地域住民等からの通報や相談がある適切な管理がされていない空家等については、所有者

等を確認し、所有者等に対して当該空家等を適切に管理するための情報提供や助言等を行い

ます。 

 

（２）管理不全空家等への対応【一部新】 

   そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にある管理不全空

家等の所有者等に対し、特定空家等となることを防止するために必要な措置について指導を

行います。 

指導によっても管理不全空家等の状態が改善されず、特定空家等になるおそれがある場合

は、修繕、立木竹の伐採等の具体的な措置について勧告を行い、早期解決に努めます。 

勧告を受けた管理不全空家等は固定資産税の住宅用地特例を解除されるため、法改正の内

容についての周知を図ります。 

また、空家等の除却を行う所有者等に対し、一定の条件を満たす空家等の解体費用の支援制

度導入を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪固定資産税の住宅用地特例の解除≫ 

法の一部改正に伴い、勧告を受けた管理不全空家等は固定資産税の住宅用地特例を解除

されることとなりました。勧告を受けても固定資産税の賦課期日（１月１日）までに所有者等が

改善措置を行わない場合は、住宅用地の特例対象から外れてしまいます。 

 

【参考】固定資産税の住宅用地に係る特例＜課税標準特例＞ 

区分 土地の利用状況と面積区分 課税標準額 

小規模住宅用地 

住宅の敷地 

200㎡以下の部分 
固定資産税評価額の 

１／６ 

一般住宅用地 
200㎡を超える部分 

（家屋の床面積の10倍まで） 

固定資産税評価額の 

１／３ 

※アパート、マンション等の場合は、戸数×200㎡以下の部分が小規模住宅用地となる。 

併用住宅の場合は、建物の構造、階数、住宅部分の割合により住宅用地となる面積が異なる。 
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（３）特定空家等の判断 

空家等が特定空家等に該当するか否かを判定する基準は、国の定める「管理不全空家等及び

特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針」（ガイドライン）の内容

等を基本とし、今後必要に応じて市独自のガイドラインの策定を検討します。 

 

（４）伊達市空家等対策協議会の開催 

特定空家等の判断基準に基づく認定を行う場合には、伊達市空家等対策協議会の意見を踏

まえ、その方針や対処等を決定します。 

 

（５）特定空家等への対応【一部新】 
特定空家等と認定された空家等については、関係部署と連携のうえで、周辺への影響や危険

等の切迫性を勘案し、所有者等に対する行政指導（助言・指導・勧告）を行います。 

また、行政指導によっても改善されず、放置することが著しく公益に反する場合は、行政処分

（命令・行政代執行）も念頭に対応を行います。 

特定空家等に対する手続きとその手順は22ページの「管理不全空家等・特定空家等に対す

る手続きとその手順」のとおりとします。 

権利関係者が不明な場合は、財産管理人制度の活用を含め、問題解決を図るための方法を

検討します。 
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≪財産管理人制度≫ 

  財産の所有者や相続人が不明な場合に、家庭裁判所が選任した財産管理人が当事者に代わ

り財産の保存や処分を行う制度です。 

  法の一部改正により、市町村長が、対象の空家及びその敷地への利害関係の有無にかかわ

らず、空家等の適正な管理のため特に必要があると認められるときは、各財産管理制度の内容

に応じて、裁判所に対し管理人の選任等を請求することが可能となりました。 

 

≪空家対策において活用可能な財産管理制度≫ 

〇不在者財産管理制度 

従来の住所または居所を去り、容易に戻る見込みのない者（不在者）に財産管理人がいない

場合 

 

〇相続財産清算制度 

相続人の存在、不在者が明らかでないとき（相続人全員が相続放棄をして、結果として相続

する者がいなくなった場合も含まれる） 

 

〇所有者不明土地管理制度 

調査を尽くしても所有者やその所在を知ることができない土地である場合 

 

〇所有者不明建物管理制度 

調査を尽くしても所有者やその所在を知ることができない建物である場合 

 

〇管理不全土地管理制度 

所有者による管理が不適切であることによって他人の権利・法的利益が侵害され又はその

恐れがある土地である場合 

 

〇管理不全建物管理制度 

所有者による管理が不適切であることによって他人の権利・法的利益が侵害され又はその

恐れがある建物である場合 
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※勧告を受けた特定空家等に係る土地は、固定資産税の住宅用地の特例措置の対象から 

除外される 

■管理不全空家等・特定空家等に対する手続きとその手順 

空家等情報の把握 
（地域住民からの情報提供等） 

職員による現地調査 
（外観目視による調査） 

所有者等の調査 

適切な管理を促進するための 
情報提供・助言（法第 12条） 

勧告（法第２２条第２項）※ 

立入調査（法第９条） 

助言・指導（法第２２条第１項） 

命令（法第２２条第３項） 

行政代執行（法第２２条第９項） 

法対応の要否判定 

伊達市空家等対策協議会（法第 8条）【意見の聴取】 

略式代執行（法第２２条第 10項） 

所有者等が不明の場合 

解体・除却（費用請求等） 

市が特定空家等と認定 

管理不全空家等の所有者等への 
指導・勧告（法第 1３条） 
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第４章 空家等対策の実施体制 

４ － １ 空家等対策の実施体制                        

空家等対策は、問題が多岐にわたるとともに、対応のあり方も状況により異なることから、庁

内の関係部局や外部の関係機関が密接に連携して対応するための体制を構築するとともに、専

門家で構成する各種団体等とも連携の強化を図っていきます。 

  

 （１）伊達市空家等対策協議会 

空家等対策の実施においては、専門的な視点から多角的な協議を行う必要性があることか

ら、弁護士、不動産業者、建築士等の学識経験者や地域住民を代表する者などで構成する伊達

市空家等対策協議会を設置しています。 

 

〈伊達市空家等対策協議会の組織〉 

 

 （２）伊達市空家等対策庁内検討委員会 

庁内関係部署で構成する空家等対策庁内検討委員会を設置し、横断的に情報を共有すると

ともに、講ずべき措置や施策等について協議を行っています。 

 

〈伊達市空家等対策庁内検討委員会の構成員〉 

※担当部署及び担当分野は、令和６年４月時点のものです。 

会長 市長 

委 員 

(12名以内) 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 地域住民を代表する者 

（３） その他市長が必要と認める者 

所掌事務 

（１） 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項 

（２） 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断に関する事項 

（３） 特定空家等に対する措置に関する事項 

（４） その他空家等の対策に関して必要と認められる事項 

担当部署 担当分野 

未来政策部 協働まちづくり課 
空家等相談窓口、情報収集、空き家バンク運営、 

移住定住支援等 

財務部 税務課 
空家等の所有者等確認のための税情報の提供、 

勧告した特定空家等の固定資産税の住宅用地特例の解除 

市民生活部 
防災危機管理課 管理不全空家等への対応（防火・防災） 

生活環境課 管理不全空家等への対応（環境衛生意識の啓発・防犯） 

健康福祉部 高齢福祉課 高齢者世帯等への啓発 

産業部 商工観光課 空き店舗等の利活用の促進 

建設部 
建築住宅課 

管理不全空家等への対応、特定空家等認定に関する技術

的支援、空家等の改修、除却等の助言・指導 

都市整備課 都市計画、まちづくりの視点からの助言・指導 
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４－２ 相談窓口の体制                             

空家の適正管理や利活用、周辺環境に影響を及ぼしている空家等への対応等を効果的に進め

ていくために、市民や所有者等が相談しやすい体制を構築します。 

空家等に対する苦情に対しては、相談の内容（法令等）に合わせて関係部署間で連携して対応

します。 

 

 

〈伊達市空家等対策実施体制組織図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・情報提供 

・相談支援 

・施策の実施 

・法による助言・指導等 

相談 

アドバイス 

情報共有 

連携 情報共有 

連携 

情報共有 

報告・協議・意見 

市民・所有者等 

（苦情・相談） 

関係団体等 
 

・宅地建物取引業協会 
・不動産業者 ほか 
 ほか 

伊達市空家等対策協議会 

 

 

 
 

庁内組織体制 

●協働まちづくり課  ●税務課     ●防災危機管理課  ●生活環境課 

●高齢福祉課      ●商工観光課  ●建築住宅課     ●都市整備課 

空家等対策庁内検討委員会 

情報共有・支援・協力 

 施策検討等 
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１ 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）の概要            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料 1 
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２ 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律の概要       
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